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01 「 マイナアプリ」について

詳細はこちら

マイナアプリ（ 2026 年8月より提供 開始）  | デジタル庁  ウェブサービ

ス・アプリケーション
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マイナアプリとは
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8,000 万人以

上がダウンロード済み

新たにアプリをインストールすることなくご利

用いただけます ※本人確認の際、初回の利用登録は必要
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02「 デジタル認証サービス」について
※2026 年8月に「デジタル認証アプリ」から名称変更

詳細はこちら

デジタル認証サービス | デジタル庁  ウェブサービス・アプリケーション
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自治体の施設予約

地域通貨

図書館での図書の貸出管理

など

利用シーン

行政機関での利用

民間事業者での利用

行政機関と民間事業者の両方での利用

本人確認システム

電子・オンライン申請システム

ノーコード・ローコードシステム

など

銀行・証券口座開設

個人間取引プラットフォーム

GovTech, FinTech システム  

など

官民共通の認証基盤へ

マイナンバーカードのデジタル本人確認を身近で簡単に

770+
サービスイン数

1,690+
デジタル認証サービスの申込数

前年同月比 約840 ％
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電子証明書に応じて２種類の APIを選択可能
※官民のサービス主体に対して デジタル庁が無償で提供 する APIです

①認証API
電子利用者証明の検証と 利用者証明用電子証明書の有効性確認の結果等を連携

マイナンバーカードの券面事項入力補助 APを用いた４情報連携機能も利用可能

OpenID Connect / OAuth 2.0 により簡易な組み込みが可能  

地域アプリ登録時のオンライン本人確認

ECサイトやネットバンキングログイン時の本人確認に

公共施設やシェアリングサービスなどのオンライン予約時に

ライブ会場等での酒類購入時の年齢確認に

活用例

署名値と 署名用電子証明書を連携（認証 APIと異なり、電子署名の検証は行わない）

行政機関向けに限り署名用電子証明書の有効性を確認

マイナンバーカードの券面事項入力補助 APを用いた４情報連携機能も利用可能

➁署名API

（マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書を用いた認証）

（マイナンバーカードの署名用電子証明書を用いた署名）
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認証API利用の流れ
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デジタル認証サービスの主な導入サービス（民間）

国内30以上のチケット販売サービスの電子チケット発券を支える
クラ  ウドサービスです。マイナンバーカードで本人確認し、独自
生体認証技術BioQR でスムーズな入場と不正防止を両立した入場
体験を実現します。  

株式会社メルペイ

メルカリアカウント回復サービス

メールアドレスにアクセスできない場合、従来は事務局への問い
合わせや本人確認書類の提出が必要で時間を要していましたが、
本機能により、お客さま自身で迅速にアカウントを回復できるよ
うになります。

株式会社三菱UFJ銀行

スマート口座開設

三菱UFJ銀行の口座開設アプリです。来店・印鑑不要！本人確認
書類のご用意があれば、約 15分でいつでもどこでもカンタンに普
通預金口座開設のお申し込みができます。

サービス事業者一覧  | デジタル認証サービス  | デジタル庁  ウェブサービス・アプリケーション

シェアフル株式会社

シェアフル

履歴書・面接不要で、 1日単位の単発・スキマバイトが見つかる
アプリです。スキマ時間を活用したい方と人材を求める企業を
マッチングします。利用者は最短即日で給与を受け取ることが可
能です。

playground 株式会社

MOALA （エンタメ DXクラウド）
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デジタル認証サービスの主な導入サービス（自治体）

北海道上士幌町

かみしほろスマート PASS

上士幌町オンライン申請

上士幌町内の施設や交通、物流などのサービスをより簡単に、よ
り便利にお使いいただくためのポータルサイトです。サイト内で
は、町に対しての行政手続きを 24時間365日いつでもオンライン
上で申請することができます。

横浜市

横浜市子育て応援アプリ

「パマトコ」

倶知安(くっちゃん )町民がスマートフォン上にデジタル町民証明
を表示出来る共通  ID サービス。参画店舗での町民優待を迅速か
つ簡便に実現します。 Open ID Connect での外部連携により一つ
のIDで様々なサー  ビスへ活用が広がります。

サービス事業者一覧  | デジタル認証サービス  | デジタル庁  ウェブサービス・アプリケーション

東京都

「東京都公式アプリ」

東京アプリは、スマホ一つで都民が行政とつながる東京都の公式
アプリです。将来的には、本人確認機能等を活用し、行政手続や
個人宛てのお知らせなどの機能を実現していく予定です。

俱知安町・俱知安観光協会

Kutchan ID ＋

(くっちゃんアイディープラス )

「手続のために区役所に行くのが面倒」「子どもたちにぴったり
な近くのイベント情報がほしい」このような子育て世帯のお悩み
を解決するためのツールとして、基礎自治体ならではの情報・機
能を集約した子育て応援アプリです。
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アカウント管理関連の活用事例：東京大学、ポケモン

UTokyo Account 本人確認サービス ポケモンカードゲーム  トレーナーズウェブサイト
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※1 本番環境では、テストカードは利用できません。

※2 テストカードの調達に係る方法や期間は、地方公共団体情報システム機構（ J-LIS）にお問い合わせください。
※3 申請書類の審査等を経てテスト環境・本番環境の提供を行います。記載漏れや不備があると時間がかかる可能性が高まります。ご不明点はお問合せいただき、余裕をもった申請をお願いいたします。

デジタル認証サービスの利用には準備契約と本契約が必要です。手続や審査の
期間等を踏まえ、余裕を持ったスケジュールでお申し込みください

申込みからサービスインまでの流れ

手
続

内
容

期
間

（
目

安
）

※
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✓ 事業者向け利用規約、秘密保持遵守事項の確認
✓ 事前準備契約申込書、サービス基本情報の作成・提出
✓ テスト環境・本番環境提供設定書の作成・提出

3ヶ月程度
1ヶ月程度

✓ テストカードの調達 ※2

デジタル庁に対する手続

J-LISに対する手続

概
要

サービス概要、 APIドキュ
メントをご確認の上、
サービスサイトからお申
し込みください。

テスト環境提供 のため、申
込書類を記入し、デジタル
庁に提出します。
デジタル庁は申込書類を審
査し、承諾することで事前
準備契約を締結します。

テスト環境を提供しま
す。この環境で APIを開発
し、マイナンバーカード
のテスト用カードを使っ
てテストを行ってくださ
い。

テスト完了のご連絡をい
ただいたのち、 本番環境
提供のため、利用規約に
おける本契約を締結しま
す。

本物のマイナンバーカー
ド ※1を使って、本番環境
でAPIの疎通確認を行って
ください。

本番テスト本契約の締結開発・テスト事前準備契約の締結利用申込

✓ 主務大臣認定の取得 又は PF事業者との契約締結

民間事業者が署名APIを利用するための手続

✓ テスト完了の連絡
✓ 本契約申込書の提出
✓ サービス紹介資料の提出
✓ （必要に応じて）テスト環境・本

番環境提供設定書の更新・提出
✓ （必要に応じて）プレスリリース

案の提出

✓ リリース日の連絡
✓ プレスリリース発表

の連絡
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APIの仕様は開発者サイトで公開しています

14

OpenID Connect / OAuth 2.0 に準拠しており、比較的 簡易にサービスへ 組み込むことが可能です  

https://developers.digital.go.jp/documents/auth -and -sign/implement -guideline/
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03 マイナンバー取得のオンライン化推進
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事業者における支払調書等記載に係るマイナンバー取得のオンライン・デジタル化の推進

・大量の写しの回収・ファイリング・保管

・記載不備や写真不鮮明の確認、差戻し・再依頼の手戻りが多発

・郵送・問合せ対応など確認コストが増大

・カードのコピー、申請書への切り貼り、封入・郵送の手間

・氏名・住所等の手入力で記入ミスが発生

・不備による差戻しで再提出の負担が発生

デジタル庁では、マイナンバー 取得を支援するサービスを提供する 民間事業者に対し、

マイナンバーカードによるオンライン の方法のメリット （郵送・差戻し等の手作業が不要に） や、

安価・スピーディな マイナンバーカードによるオンラインの実装方法（デジタル庁が提供する デジタル認証サービス 等） を、

分かりやすく助言 し、事業者における支払調書等記載に係るマイナンバー取得のオンライン・デジタル化を、 強力に推進する。

事業者側
負担

利用者
側負担

１．現状

２．デジタル庁の方針

現在、事業者における支払調書（原稿料、講演料、業務委託料など）等の記載に係るマイナンバー取得は、郵送によることが主流で

あり、事業者の業務負担が大きく、かつ、支払相手方（フリーランス・従業員等）の手続負担も重い。

現場で生じている手作業の流れ（紙・郵送）

① コピー
カードを表裏コピー

② 切り貼り
申請書へ貼付

③ 封入・郵送
封筒に入れ発送

④ 内容確認
記載・写真を点検

⑤ 差戻し・再依頼
不備時に手戻り

マイナンバーカードによる実装方法の流れ（オンライン・デジタル）

① カード読取
スマホにかざす

③送信・完了
その場で提出完了

②サーバ認証
事業者側で自動確認

サーバ認証で不備はゼロ

コピー 切り貼り 封入・郵送 内容確認 差戻し・再依頼

コピーや封入、内容確認や不備時の差戻し等事業者側、利用者側双方の負担が発生せず 16
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